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消防費の支出済額は、2,225,074,958円で、対前年度比45,461,148円、2.09パーセントの増で、歳出

総額に対する構成比は4.35パーセントです。 
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９款 １項 １目 常備消防費 

埼玉西部消防組合負担金事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 293 ページ 

 
＜目的＞ 
 組合消防として、行財政上の様々なスケールメリットを活かし、消防体制の整備及び充実強化を図り、
住民サービスの一層の向上を図ります。 
 
＜内容＞ 
 埼玉西部消防組合に負担金を拠出し、市民の生命、財産を保護していきます。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 埼玉西部消防組合狭山消防署の職員配置状況（令和 4年 4月 1日現在） 

所   属 人  数 

狭 山 消 防 署 81 人 

富 士 見 分 署 34   

広 瀬 分 署 25   

水 野 分 署 25   
 

２ 埼玉西部消防組合狭山消防署の消防車両配置状況（令和 4年 4月 1日現在） 

区   分 狭山消防署 富士見分署 広瀬分署 水野分署 

消 防 ポ ン プ 自 動 車 1台 1台 1台 2台  

水 槽 付 消 防 ポ ン プ 自 動 車  1  1 1  

小 型 動 力 ポ ン プ 付 水 槽 車 1     

屈 折 は し ご 付 消 防 自 動 車 1     

化 学 消 防 ポ ン プ 自 動 車  1    

救 助 工 作 車 1     

電 源 照 明 車 1     

指 揮 車 1     

指 令 車 1     

査 察 車  1 1   

支 援 車 1     

機 材 車 1     

積 載 車 1 1 1 1  

高 規 格 救 急 車 2 1 1 1  

連 絡 車 2   1  
 

３  埼玉西部消防組合負担金精算返還金 

  前年度分の埼玉西部消防組合負担金に対する狭山市分の精算返還金 74,005,872 円 

予 算 現 額 1,796,369,000 円 決 算 額 1,795,789,911 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 579,089 円 県 支 出 金 131,000 円 

前 年 度 

比  較 

決 算 額 1,862,678,268 円 地 方 債  

増 減 額 △66,888,357 円 そ の 他  

増 減 率 △3.59% 一 般 財 源 1,795,658,911 円 
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９款 １項 ２目 非常備消防費 

消防団事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 293 ページ 

 

＜目的＞ 
 消防団の活性化を図る施策を推進し、地域の実情を反映した組織・運営体制の整備により、消防団の充
実強化を一層推進します。 
 
＜内容＞ 
 消防団の活性化を図る各種事業を推進し、減少する消防団員の確保を図るとともに、地域の防災リー
ダーとして消防団員が火災やその他の災害に対し、安全に活動できるよう環境を整備し、訓練や警戒活
動、また地域の防災防火指導等の事業を効果的に行うことができるよう行政支援します。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 消防団員 
本年度の入団、退団による団員の増減は、次のとおりです。 

区       分 人数(内 女性団員) 

令和 4 年度中に入団した団員 10（ 1 ）人  

令和 4 年度中に退団した団員 24（ 1 ）  

参考 令和5年4月1日に入団した団員6人(内 女性団員 0人) 
令和5年4月1日時点の団員数238人(内 女性団員 8人) 

 

２ 消防団の活動状況 
火災、訓練等の消防団員の出動状況は、次のとおりです。 

区    分 出動件数 出動延べ人員 

火 災   89件  424人  

訓 練 744    3,877  

警 戒 412    2,264  

水 防 10  39  

そ の 他 432    660  

 

 

 

 

予 算 現 額 95,522,000 円 決 算 額 72,295,441 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 23,226,559 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 57,608,247 円 地 方 債  

増 減 額 14,687,194 円 そ の 他 4,900,000 円 

増 減 率 25.49% 一 般 財 源 67,395,441 円 
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９款 １項 ３目 消防施設費 

非常備消防機械施設等整備事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 297 ページ 

 

＜目的＞ 
 大震災に備え、地域の防災拠点である消防団車庫の耐震化を計画的に進めるとともに、老朽化した消防
団車両の更新整備を実施し、消防団の活動環境の整備を図り、消防力の充実強化を図ります。 
 
＜内容＞ 
 消防団の活動拠点としての消防団車庫の耐震構造を図るため消防団施設整備計画に基づき、老朽化し
た施設から順次建て替え、地域防災力の充実強化を図ります。また、老朽化した消防ポンプ自動車を計
画的に更新配備し、消防団の装備の強化充実を図ります。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 事業関係委託料 
狭山市消防団第 4分団第 2部車庫新築工事監理委託    452,100 円 

 
２ 事業関係工事費 

狭山市消防団第 4分団第 2部車庫新築工事      75,493,000 円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予 算 現 額 76,323,000 円 決 算 額 75,978,487 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 30,000,000 円 

不 用 額 344,513 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 30,545,471 円 地 方 債 45,400,000 円 

増 減 額 45,433,016 円 そ の 他  

増 減 率 148.74% 一 般 財 源 578,487 円 
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９款 １項 ４目 防災費 

防災対策事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 297 ページ 

 

＜目的＞ 
 災害時などにおける適切な避難情報などの発令及び迅速に職員が災害対応体制に移行できるように努
めます。また、災害時に備え、防災施設の機能の維持などに努めます。 
 
＜内容＞ 
 気象情報の収集分析を行い、狭山市に特化した気象情報などにより、適切な避難情報などの発令や、
台風などの職員の災害対応体制に活用します。また、指定防災井戸の水質検査を行い、災害時に必要な
生活雑用水を確保するとともに、防災行政無線、太陽光発電設備、災害給水井戸などの防災施設の機能
の維持に努めるため修繕を適宜行います。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 防災行政無線の正常な機能を維持するため、修繕を行いました。 

 

２ 気象情報コンサルティングサービス業務委託により、狭山市に特化した気象情報などの提供を受け、

台風などの際、避難情報の発令や職員の災害対応体制の決定の判断に活用しました。 

 

３ 災害などの影響による断水時に、生活雑用水を供給するための防災井戸 90 カ所（個人所有：77 カ

所、企業所有：13カ所）の水質検査を実施しました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予 算 現 額 9,875,000 円 決 算 額 9,063,051 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 811,949 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 9,488,502 円 地 方 債  

増 減 額 △425,451 円 そ の 他  

増 減 率 △4.48% 一 般 財 源 9,063,051 円 
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９款 １項 ４目 防災費 

防災体制強化事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 299 ページ 

 

＜目的＞ 
 災害対策本部などにおける職員の動員体制、埼玉県をはじめとする防災関係機関や自主防災組織、各種
関係団体との連携体制の充実を図ります。 
 
＜内容＞ 
 総合防災訓練などを実施し、自主防災組織や防災関係機関・団体などとの連携強化を図るとともに、
職員を対象とした災害対策本部訓練、現地災害対策本部訓練や参集訓練などを実践的に行い、災害時の
初動体制の強化を図ります。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 総合防災訓練 令和 4年 11 月 20 日（日）参加者は 1,289 人 
  自治会連携訓練は、柏原地区（柏原中学校）の 1 地区 1 会場にて、航空自衛隊による捜索救出訓練
等の展示型訓練のほか、煙体験等の市民参加型訓練、将来の防災を担う子どもに防災について興味を
もってもらえるよう、子ども向けの参加型訓練を実施しました。自治会個別訓練は、入間川地区、入
曽地区、狭山台地区、堀兼地区、新狭山地区、奥富地区、水富地区の 7 地区にて自治会による安否確
認訓練実施後、近隣の指定避難所に移動して、避難所開設・運営訓練を実施しました。 

 
２ 職員参集訓練 令和 5年 1月 17 日（火） 
  本市において震度 6弱の地震を観測した想定のもと、午前 7時 30分に参集メールを配信、参集メー
ル受信後、速やかに参集時間を登録するとともに、被害情報等を職員参集システムにより報告し、各
職場に参集する訓練を実施しました。 

 
３ 現地災害対策本部員訓練 令和 5年 1月 17 日（火） 
  本市において震度 6弱の地震を観測した想定のもと、午前 7時 30分に参集メールを配信、参集メー
ル受信後、速やかに参集時間を登録するとともに、被害情報等を職員参集システムにより報告し、各
現地災害対策本部に午前 8時 30 分までに参集する訓練と、各現地災害対策本部にて通信訓練を実施し
ました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予 算 現 額 1,042,000 円 決 算 額 543,930 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 498,070 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 166,765 円 地 方 債  

増 減 額 377,165 円 そ の 他  

増 減 率 226.17% 一 般 財 源 543,930 円 
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９款 １項 ４目 防災費 

自主防災組織育成事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 299 ページ 

 

＜目的＞ 
 地域住民が自助、共助の精神に基づく自主的な防災活動を行うことにより、地震等の大規模災害による
被害の防止及び軽減を図ります。 
 
＜内容＞ 
 大規模災害による被害の防止及び軽減を図るため、自主防災組織の育成に努めます。 
 
＜実績・成果等＞  

 自治会等を対象に防災に関する出前講座を行い、防災意識の向上を図るとともに、埼玉西部消防組合

狭山消防署の協力のもと資機材の点検や防災訓練等を実施し、地域の防災体制の強化を図りました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予 算 現 額 424,000 円 決 算 額 122,833 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金  

不 用 額 301,167 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 362,567 円 地 方 債  

増 減 額 △239,734 円 そ の 他  

増 減 率 △66.12% 一 般 財 源 122,833 円 
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９款 １項 ４目 防災費 

災害応急対策事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 299 ページ 

 

＜目的＞ 
 災害時に活用する防災施設の保守管理を徹底し、物資の備蓄・調達体制の充実に努めるとともに、災害
時要支援者の避難支援を推進し、災害応急対策の強化を図ります。 
 
＜内容＞ 
 防災行政無線や災害用給水設備など、災害時に活用する施設の保守管理を徹底し、直接備蓄の充実化
や流通備蓄の確保のため関係団体との連携に努めるとともに、地域住民の共助による災害時要支援者の
避難支援体制づくりを推進し、災害応急対策の強化を図ります。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 防災体制の強化について 

(1) 防災行政無線や全国瞬時警報システム（Jアラート）や災害用給水井戸、防災備蓄倉庫などの維

持管理のほか、備蓄品の整理と補充を行いました。 

(2) 避難行動要支援者の避難支援体制づくりに関する協定を締結している自治会と、民生委員・児童

委員に配付している同意者名簿の更新を行うとともに、自治会の避難支援体制づくりの支援を行い

ました。 

(3) 災害時に備えて協定を締結しました。 

ア 株式会社ふくしまと「災害時における物資の供給等の協力に関する協定」を締結しました。こ

の協定は、地震、風水害等の大規模災害時に、炊き出しに必要な食材等を速やかにかつ円滑に供

給を受け、市民等の生活の早期安定を図ることを目的とするものです。 

イ 日本電波工業株式会社、栄幸産業株式会社、株式会社鷺宮製作所狭山事業所と「災害時におけ

る避難行動要支援者の輸送の協力に関する協定」を締結しました。この協定は、風水害の災害時

に、入間川流域の浸水想定区域に居住する避難行動要支援者を避難所等へ輸送する支援を受ける

ことを目的とするものです。 

 

２ 防災行政無線について 

消防庁と気象庁が実施する全国瞬時警報システム（J アラート）を活用した「緊急地震速報訓練」

に参加し、市民に情報を伝達する体制を確認するとともに、市内各小中学校、保育園、幼稚園では、

児童・生徒等を対象に約 1分間のシェイクアウト訓練を実施しました。 

 

訓練内容：全国瞬時警報システム（J アラート）は、国が市区町村の防災行政無線を自動起動し、

市区町村の職員の手を介さず、国から住民などに瞬時に直接情報を伝達するシステムで

あり、訓練は、防災行政無線が自動起動し、市内全域に訓練用の緊急地震速報を放送す

る放送訓練と、この放送を受け、市内の各保育所・幼稚園・小中学校及び市庁舎等で約

1分間（防災行政無線の放送時間中を目安）のシェイクアウト訓練を実施します。 

予 算 現 額 14,203,000 円 決 算 額 13,579,633 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 222,337 円 

不 用 額 623,367 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 15,172,426 円 地 方 債  

増 減 額 △1,592,793 円 そ の 他  

増 減 率 △10.50% 一 般 財 源 13,357,296 円 
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９款 １項 ４目 防災費 

防災設備整備事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 301 ページ 

 

＜目的＞ 
 老朽化した防災施設などを更新し、防災施設の機能の充実と強化を図ります。 
 
＜内容＞ 
 災害時などの情報伝達の主となる防災行政無線固定系デジタル化工事と、各避難所などに設置してい
る避難所案内看板などの更新整備を行い、防災施設の機能の充実と強化を図ります。 
 
＜実績・成果等＞  

１ 防衛施設周辺民生安定事業補助金を活用し、平成 29 年度から令和 4年度までの 6カ年で、防災行政

無線（固定系）デジタル化工事を行いました。 

工事名称：狭山市防災行政無線（固定系）デジタル化工事（令和 4年度） 

工事概要：子局 27局更新 

工事費用：141,906,288 円 

 

２ 避難所看板等を更新しました。 

工事名称：避難所看板新設工事 

工事概要：武道館 

工事費用：285,000 円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予 算 現 額 152,544,000 円 決 算 額 147,768,288 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 97,728,000 円 

不 用 額 4,775,712 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 110,816,893 円 地 方 債 32,500,000 円 

増 減 額 36,951,395 円 そ の 他 11,600,000 円 

増 減 率 33.34% 一 般 財 源 5,940,288 円 
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９款 １項 ４目 防災費 

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業 

  （危機管理課） 決算事項別明細書 301 ページ 

 

＜目的＞ 
 自宅療養者及び同居者に対しきめ細やかな支援を実施することで、新型コロナウイルス感染症に対する
不安を和らげ、市民の安全・安心を守ることを目的とします。 
 
＜内容＞ 
 新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に対し、県と連携しパルスオキシメーターの貸与や食料品な
どの生活必需品の配送支援を行います。 
 
＜実績・成果等＞  

 自宅療養者に対する配送実績（本事業費は令和4年7月から令和5年3月までの実績に係るものです。

令和 4年 6月以前は 4款 1項 1目感染症防止対策事業（p137）で計上しています。） 

（1） パルスオキシメーター 

区分 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11月 12 月 1 月 2 月 3 月 合 計 

配送個数
（個） 

499 229 77 994 1,271 336 41 131 390 348 69 150 4,535 

 

（2） 食料品等 

区分 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11月 12 月 1 月 2 月 3 月 合 計 

配送件数
（件） 

186 62 44 277 296 82 29 38 7 0 0 0 1,021 

食数 
（セット） 

340 132 120 556 470 144 81 96 16 0 0 0 1,955 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予 算 現 額 19,098,000 円 決 算 額 12,344,400 円 

翌年度への繰越額   
財

源

内

訳 

特

定

財

源 

国庫支出金 12,344,400 円 

不 用 額 6,753,600 円 県 支 出 金  

前 年 度 

比  較 

決 算 額 0 円 地 方 債  

増 減 額 12,344,400 円 そ の 他  

増 減 率 皆増 一 般 財 源 
 


